
（万円未満四捨五入）

歳入総額 歳出総額 差引額

1,453億9,521万円 1,407億7,556万円 46億1,966万円

国民健康保険事業会計 512億2,334万円 496億7,760万円 15億4,574万円

下水道事業会計 111億　 87万円 108億9,666万円 2億　420万円

介護保険事業会計 304億1,741万円 294億4,408万円 9億7,333万円

後期高齢者医療事業会計 100億5,038万円 99億7,577万円 7,462万円

小 計 1,027億9,201万円 999億9,411万円 27億9,790万円

合計 2,481億8,722万円 2,407億6,966万円 74億1,755万円

特
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計

会 計

一 般 会 計
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平成２８年度（２０１６年度）決算の概要 

１ 一般会計・特別会計の決算額  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※四捨五入による端数調整を行っているため、合計値等と合致しない場合があります。 

 

２ 一般会計決算の概要  

（１）全体 

歳入総額は対前年度比 33億 5,214万円（2.3％）の減となった。 

歳出総額は対前年度比 30億 1,410万円（2.1％）の減となった。 

歳入歳出差引額の 46億 1,966万円から翌年度へ繰り越すべき財源 2億 6,032万円を除い

た実質収支額は 43億 5,934万円となり、対前年度比 2億 2,198万円の減となった。 

 

（２）歳入 

市税収入は 686億 9,122万円で、対前年度比 3億 1,740万円（0.5％）の増となった。こ

れは、法人市民税で対前年度比 3億 4,055万円（8.5％）の減となった一方で、個人市民税

で対前年度比 4億 263万円（1.3％）の増、固定資産税で対前年度比 2億 2,708万円（0.9％）

の増となったことによる。 

都支出金は 183億 3,415万円で、選挙費委託金や保険基盤安定負担金の増などにより、対

前年度比 6億 5,942万円（3.7％）の増となった。 

国庫支出金は、264億 6,792万円で、高齢年金生活者等支援臨時福祉給付金給付費補助や

児童保育費負担金の増などにより、対前年度比 2億 5,660万円（1.0％）の増となった。 

一方で、市債は 47億 1,520万円で、学校施設整備事業債や臨時財政対策債の減などによ

り、対前年度比 19億 3,400万円（29.1%）の減となった。地方消費税交付金は 85億 8,537

万円で、対前年度比 9億 8,160万円（10.3％）の減となった。さらに、繰入金は 35億 3,298

万円で、財政調整基金からの繰り入れの減などにより、対前年度比 4億 301万円（10.2%）

の減となった。 

 



（３）歳出 

民生費は、755億 9,715万円で、高齢年金生活者等支援臨時福祉給付金支給事業及び重度

障がい者通所施設整備事業の増などにより、対前年度比 17億 4,614万円（2.4％）の増とな

った。 

一方で、教育費は 113億 2,975万円で、対前年度比 28億 469万円（19.8％）の減となっ

た。総務費は、183億 2,049万円で、財政調整基金積立金の減などにより、対前年度比 11億

6,179万円（6.0％）の減となった。さらに、衛生費は 118億 250万円で、清掃工場施設改

修事業やリレーセンターみなみ設備増設事業の減などにより、対前年度比 6 億 1,713 万円

（5.0％）の減となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（万円未満四捨五入） 

 

３ 普通会計における財政指標  

※普通会計とは、総務省の地方財政状況調査に基づく会計区分 

・ 財政力指数（3年平均）は、0.982で前年度を 0.007ポイント上回った。 

・ 公債費負担比率は、6.8％で前年度を 0.5ポイント上回ったが、適正な水準を維持してい

る。なお、財政健全化判断比率の 4指標のうち、実質公債費比率は、△1.3％で前年度を 0.4

ポイント上回った。 

・ 経常収支比率は、93.7％で前年度を 3.4ポイント上回った。地方消費税交付金の減少が主

な要因である。 

歳出決算の目的別内訳歳入決算の内訳



■財政力指数等

指標 数値 順位 数値 順位 数値 順位

財政力指数(３年平均) 0.982 11位 0.975 11位 0.969 10位

実質収支比率 5.6 ％ 17位 6.0 ％ 16位 5.6 ％ 16位

公債費負担比率 6.8 ％ 7位 6.3 ％ 6位 6.6 ％ 4位

経常収支比率 93.7 ％ 16位 90.3 ％ 12位 92.9 ％ 17位

■財政健全化法４指標

指標 数値 順位 数値 順位 数値 順位

実質赤字比率 -5.64 10位 -5.97 11位 -5.62 11位

連結実質赤字比率 -13.19 6位 -11.95 9位 -11.69 6位

実質公債費比率 -1.3 5位 -1.7 3位 -2.0 1位

将来負担比率 -2.1 15位 -1.6 15位 -2.3 13位
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（２０１４年度）

平成２８年度
（２０１６年度）
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平成２８年度（２０１６年度）　財政力指数等の状況

平成２６年度
（２０１４年度）

年度
平成２７年度
（２０１５年度）

平成２７年度
（２０１５年度）

※数値は2017年8月7日現在の各市の速報値から算出し、順位は多摩２６市における町田市の
順位です。今後、変更が出る可能性があります。
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